
2024年能登半島地震の教訓：
健康・災害管理におけるDXへの期待

神戸市看護大学 神原咲子



能登地震発生時の看護・福祉的特徴

• 石川県全体で約110万人＝うち65歳以上は30.5%（石川県, 2023）
• 輪島市及び珠洲市、穴水町 ＝65歳以上の人口が47.9%、52.8％、50.3％と非常に高い（石川県,

2023）
1月1日以降、最高気温は10℃前後で推移していたが、1月7日は冬型の気圧配置となり、輪島市などで雪が降
り、最高気温は3℃、最低気温は1℃となった。
・お正月休みで帰省者多数
日本災害看護学会先遣隊の報告書（１月２日）
• 高齢化・人口減少・半島
• 寒さ対策のために車中泊をする人が多い＝深部静脈血栓症DVTや一酸化炭素中毒などが懸念
• 長期的な災害による避難生活やストレスの暴露 既往歴を持つ者の健康リスクが懸念
＝高齢者介護施設で断水や停電が発生。内服薬が持ち出せていない高齢者多数。



震災と災害関連死

Society for Disaster Shelter and Refugee Life(2017) https://dsrl.jp/190



平成28年熊本地震で発生した災害関連死の
内訳（n=197）

人数 割合(%)
死因 呼吸器系の疾患 56 28.4

循環器系の疾患 55 27.9
内因性の急死、突然死 28 14.2
自殺 16 8.1
感染症 14 7.1
腎尿路生殖器系の疾患 6 3.0
消化器系の疾患 3 1.5
その他 19 9.6



人数 割合(%)
既往歴 有 172 87.3

無 19 9.6
不明 6 3.0

死亡時期 1週間以内 51 25.9
1か月以内 69 35.0
3か月以内 47 23.9
6か月以内 23 11.7
1年以内 7 3.6
1年以上 0 0



項目 人数 割合(％)
性別 男 103 52.3

女 94 47.7

年代 0-9歳 2 1.0
10歳代 1 0.5
20歳代 0 0
30歳代 4 2.0
40歳代 1 0.5
50歳代 9 4.6
60歳代 27 13.7
70歳代 41 20.8
80歳代 70 35.5
90歳代 39 19.8

100歳以上 3 1.5



死亡時の生活環境等区分別
場所 人数 割合(%)

発災時にいた場所およびその周辺 11 5.6
避難所などへの移動中 0 0
避難所滞在中 10 5.1
仮設住宅滞在中 1 0.5
民間賃貸住宅・公営住宅など滞在中 0 0
親戚や知人の家に滞在中 7 3.6
発災時と同じ居場所に滞在中の場合：自宅など 78 39.6
発災時と同じ居場所に滞在中の場合：病院 24 12.2
発災時と同じ居場所に滞在中の場合：介護施設 16 8.1
入院または入所後、1か月以上経過しなくなった場合：病院 47 23.9
入院または入所後、2か月以上経過しなくなった場合：介護施
設など

3 1.5



原因区分別
人数 割合(％)

電気、ガス、水道などの途絶による肉体的・精神的負担 13 5.2

社会福祉施設などの介護機能の低下 7 2.8

交通事情などによる治療の遅れ 1 1.4

多量の塵灰の吸引 1 0.4

救助・救護活動の激務 0 0

その他 10 4



急性期
(原始期)

Individual

Global

時期
準備 再建期間 時間

亜急性期
 (緊急フェーズ)

(回復期間)

トレーニングと
準備体制

発生
 の
災害

公助（公衆衛生）
(3)地域医療システムの維持・再生

4)災害が健康に及ぼす間接的な影響 副作用の抑制と中長期的な影響

災害対応

被災者・避難者の医療

避難所

個人> >生活再建

震災における災害関連死の要因

情報・社会関係資本

心理的および社会的ストレス
・地震、余震、津波によるストレス
-雇用と資産への損害。
-家族の問題

避難所等での生活
異常な温度差

電気、水道、ガスの停止
自治体

自助（セルフケア）

共助

Kanbara et al (2022)https://doi.org/10.1007/978-3-030-98297-3_1

在宅介護の中断。
・社会福祉施設の閉鎖による介護機能の低下

医療サービスの中断
-病院の閉鎖と治療の遅れ- 病院

災害対応の問題
災害対応の多忙
-大量の粉塵や灰を吸入
-交通事情による治療が遅れ

コミュニティ

福祉施設

医療施設

インフラ

自宅



災害時の健康を守る公助・共助・自助の役割

③地域保健医療システムの機能維持と再建

④災害が間接的に健康に及ぼす
悪影響の制御と中長期的ケア

急性期
（初動期）

個人

災害対策本部

避難所

地域

自宅＞＞病院

①救急集団外傷への対応

1. 災害事象に
起因する傷病

災害時
要配慮者のケア

②被災者・避難者の健康管理

グローバル

静穏・準備期

情報・ソーシャルキャピタル

訓練・備え

復興期 Time亜急性期
（応急期）

（復旧期）

公助・公衆衛生

共助

自助・互助 セルフケア・キュア
発災

2. 一般医療
ニーズ

3. 災害事象に
起因する環境リスク



全国の自治体の避難所ガイドラインに掲載されてる割合

出典）「2017年度女性・地域住民から見た防災・災害 リスク削減策に関する調査」報告』



生活再建を支える看護活動の例

EpiNurseの研究
救出・救助・搬送

医療救護チームの展開
患者診療

避難所管理

感染対策
要援護者の把握・支援

栄養対策

衛生・保健・栄養

要医療療・要介護
こころのケア

被災者生活支援

巡回診療・専門診療
保健・衛生活動

栄養改善
環境調査

災害下医療システム構築

個別課題への対応
システム再建計画の立案 復興セミナー

個別課題への対応 衛生対策
サロン活動

健康相談

氷嚢、OS1配布

情報支援
健康教育

衛生管理
安否確認

夜勤体制構築
通信手段確保

記録帳による生活ログと
健康支援リマインダー
閉店・再開店マッピング
生活住環境マッピング
電話生活支援
情報発信システム

リスクアセスメント

支援物資拠点
看護活動拠点

看護支援保健医療ニーズ



高齢化、過疎化における日本のケア施設での災害対策の論点

• 緊急医療の調整： 災害時の医療連携を含む緊急対応計画が施設にあるかどうか確認する。
• 健康モニタリングとケア：災害時の健康モニタリング計画があることを確認する。
• 災害シナリオに合わせた緊急ケア計画の有無を確認する。
• 定期的な健康チェックと衛生管理： 施設に定期的な健康チェックと衛生基準の維持のためのプロトコルがあるかどう
かを調査する。

• 慢性疾患と特別なニーズ：災害時に慢性疾患や特別な医療ニーズがある患者が利用できる計画を調べる。
• 心理的サポート：ストレスや社会的孤立の防止を目的とした支援体制があるかどうかを確認する。災害時に心理的サ
ポートやカウンセリングを提供する施設の能力を評価する。

• 救助活動への参加：災害救助法に基づき、施設が救助活動を支援し、参加する体制があるかどうかを調べる。
• 地域との連携：地域の医療機関やボランティア団体などと連携し、一体的な災害対応に取り組んでいるかを確認する
• 研修と訓練：施設のスタッフが災害対応の訓練を受けていることを確認する。実際の災害を想定した訓練が定期的に実
施されているか確認する。
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平成28年版厚生労働白書

背景：年齢３区分人口及び高齢化率の推移



背景：日本における認知症の将来推計

三菱UFJ銀行 出典：認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）～認知症高齢者等にやさしい地域づくりに向けて～の概要（厚生労働省）成
https://www.tr.mufg.jp/shisan/mamori/dementia/02.html



背景：看護師の求人倍率、２２年度は２．１５倍と５年間で上昇

(１８年度のは１．６８倍)
• スキルアップのための研修も「高いレベルの技術が求められる現場。コロナ
禍で業務が増え、心身共に疲弊した」

• 感染や濃厚接触による欠勤のしわ寄せあった.
福祉施設など医療機関以外で看護師のニーズの増加。

鹿児島県看護協会ナースセンター(2022)



①平常時 ②発災直前 ③災害時 ④復旧・復興期
・防災訓練 避難訓練 (情報収集
共有伝達訓練を含む)
・活動体制の整備
・連絡体制の整備
・防災マップ作成
・避難路の確認
・指定緊急避難場所、指定避難
所等の確認
・要配慮者の保護等地域で大切
なことの 整理
・食料等の備蓄
・救助技術の取得
・防災教育等の普及 啓発活動

・情報収集・共有・ 伝達
・連絡体制の整備
・状況把握
(見回り・住民の所在確認等）
・防災気象情報の確認
・避難判断、避難行動等

・身の安全の確保
・出火防止、初期消火
・住民間の助け合い
・救出及び救助
・率先避難、避難誘導、避難の支
援
・情報収集・共有・伝達
・物資の仕分け・炊き出し
・避難所運営、在宅避難者への支
援

・被災者に対する地域コミュニティ
全体での支援
・行政関係者、学識経験者等が連
携し地域の理解を得て速やかな復
旧・復興活動を促進

・消防団、各種地域団体、ボランティア等との連携 地区防災計画ガイドライン（2014)

（共助）人中心・包摂的・健康・配慮
→デジタルで解決



1. リアルタイムのデータ収集と分析を強化する 

2. デジタル通信インフラの強化 

3. AIを活用した予知行動を実施する 

4. 資源調整のためのデジタル・プラットフォームの開発

5. 省庁間のデータ共有を促進する 

6. 重要インフラのサイバーセキュリティを強化する 

7. 捜索救助にドローンとロボット技術を活用する 

8. 緊急対応要員のためのデジタル・トレーニング・プログラムの開発 

9. 透明性のある援助分配のためのブロックチェーンの統合 



https://wsdn2024.com/



開発

Work as Global Civic Pride

地域実装

提言



 少子高齢化の進行に伴う本格的な人口減少社会の到来 
 自然および社会の変化による健康危機の多様化と増大 
 「地元」固有の健康課題に即した対応方策の必要性

報告「With/after コロナ時代の地元創成看護学の実装」

地元での実践や教育x社会貢献活動
危機時への体制

市民参加型研究

多様な職種や分野との協働

組織の刷新
経費の確保  

連携・協働によるプラットフォームの形成 
健康課題を共有
専門職人材の育成  

実装事例：
「ニーズの発出」
「大学と地元との常設チャンネル」
「課題解決のための組織化」
「地元と大学のダイナミックな変化－

エンパワーメント」
「PDCAサイクル」 


	2024年能登半島地震の教訓：�健康・災害管理におけるDXへの期待
	能登地震発生時の看護・福祉的特徴
	震災と災害関連死
	平成28年熊本地震で発生した災害関連死の内訳（n=197）
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	死亡時の生活環境等区分別
	原因区分別　
	スライド番号 9
	スライド番号 10
	スライド番号 11
	スライド番号 12
	高齢化、過疎化における日本のケア施設での災害対策の論点
	スライド番号 14
	背景：日本における認知症の将来推計
	背景：看護師の求人倍率、２２年度は２．１５倍と５年間で上昇
	スライド番号 17
	スライド番号 18
	スライド番号 19
	スライド番号 20
	少子高齢化の進行に伴う本格的な人口減少社会の到来 
自然および社会の変化による健康危機の多様化と増大 
「地元」固有の健康課題に即した対応方策の必要性

